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独自技術によるエコフレンドリー企業をめざして 



代表取締役社長　和久井 康明 常務取締役　貝原 正博 

21世紀は｢環境の世紀｣と言われ、環境との共生のために、地球レベルで様々な対応が求められていま

す。「独自技術によるエコフレンドリー企業」をめざすクラレグループの、環境保全活動・環境に貢献する

事業の展開などについて、経営陣は語ります。 

貝原：　地球環境保全のため、これからは｢持続可能な社会の実現｣

に向けた転換が求められ、その胎動はいろいろなところで顕著にな

ってきました。当社においても、これまで以上に地球環境問題に関

して、各方面から大きな関心が寄せられています。 

和久井： 21世紀には、地球と共存する真の「持続可能な循環型

社会」が重要課題となっています。先進国が地球環境への責任を

負い、循環型の消費社会構造をめざしていく中で、そこにビジネス

チャンスを見出す企業が生き残り、成長を続けていくことができます。

そのような企業グループに関わる従業員は、使命感と達成感を常に

追求しつつ、その喜びを皆で分かち合えることになるでしょう。当社

及び当社グループはそうした方向へ向けて全員総参加で積極的に

関与し、人類や地球に貢献する事業を拡大していきたいと考えて

います。 

貝原：　そういった精神に基づき当社では、社会貢献・エコロジー

問題への積極的対応を図るべく、1991年12月に「社会環境委員会」

を経営会議の諮問機関として設立しました。さらに、1993年2月に

制定した環境に関する社内方針「クラレ地球環境行動指針」に則

った環境貢献活動を自主的に進め､ 2001年2月にはグループ方針

に拡大しています。また、1995年に日本レスポンシブル・ケア協議会

の設立に参加したのを契機に、現在、環境及び保安防災、安全衛

生、製品安全の面から製品サイクルの各過程を対象に、製造者責

任を果たすための自主活動へと取組を大きく拡大しています。 

 

 

 

 

和久井：　そうですね、将来を見据え早い時期から環境対応を進

めてきました。その上、幸い当社には炭素（C）、水素（H）、酸素（O）

からなる製品が多く、逆に塩素（C  ）や硫黄（S）など、廃棄・焼却

に際して有害となる製品はごく少ないのも特徴です。これは、合成

技術を駆使して自然を模倣する発想からスタートした事業が多いか

らだと思います。こうして培ってきた技術から生まれた、地球に優し

い製品群を伸ばしていくことが、すなわち「独自技術によるエコフレ

ンドリー企業」、クラレグループのめざす方向の一つとなるでしょう。 

貝原：　昨今、製品の生産から廃棄に至るライフサイクルにわたっ

て環境負荷量を把握・評価する手法であるLCA（ライフサイクルア

セスメント）を使って、環境負荷をより小さくしていく試みが日米欧そ

れぞれで進められています。当社においても、2001年1月より倉敷

事業所が中心となってLCA導入に向けて準備を進めており、今後

エコフレンドリー製品の開発、プロセス開発にLCAを積極活用して

いきます。 

 

 

 

 

和久井：　また、環境に優しい製品の供給だけでなく、自らの環境

負荷の削減に向けた取組も重要な事業領域だと考えます。一つは、

当社の独自技術や独自製品を活かして、より効率的、かつ効果的

に環境負荷の削減に貢献する、いわゆる「環境事業」そのものを

成長させていこうと思います。現在、PVA（ポリビニルアルコール）

ゲルや工業用膜による水処理技術が市場から評価されつつありま

｢持続可能な社会の実現｣に向け、 

人類や地球に貢献する事業を力強く拡大 

環境に優しい製品の供給だけでなく、 

環境事業にも注力 

「独自技術によるエコフレンドリー企業」を 

～ その手法としてLCAを積極的に活用 

社長・常務対談～環境に対する姿勢について 



※このレポートはクラレグループの2001年度（2001年
4月1日～2002年3月31日）の環境への取組をまと
めたものです。 
文章中のクラレとは（株）クラレ及び事業所内の関係
会社15社を含んでおります。 
クラレグループとは（株）クラレ及び国内主要関係会
社２５社をさします。 

クラレグループの詳細については会社概要（35ページ）を
ご参照ください。 
※本文中〈　〉内の名称は株式会社クラレの商標です。 

すが、これを早く一人前の事業に育てていきたいと考えています。ま

た、関係会社のクラレケミカル（株）での活性炭関連事業や、クラレ

エンジニアリング（株）における水関係の処理システムへの取組など、

今後大きく飛躍できる事業シーズは多くあります。単にエコフレンドリ

ーを唱えるだけでなく、名実ともにエコカンパニーとして、その存在意

義を社会にアピールできるようになりたいと考えています。 

もう一つは内なる努力として、レシポンシブル・ケア活動への参加、

PRTR法や各種リサイクル法などへの積極的な取組を通じて環境負

荷低減、廃棄物削減に努め、究極的には「ゼロ・エミッション」をめ

ざします。 

貝原：　その一つの通過点が、2001年4月にスタートさせた2005年

度までの「環境中期計画」ですね。その中で、PRTR法対象物質

の排出量や産業廃棄物の外部処分量を1999年度比で90％削減

するなど高いハードルの数値目標を掲げています。2002年度は目標

達成にむけてアクションプランを具体化するとともに、排出量削減の

ために様 な々技術的改善を技術開発センターが中心となって各事業

所で進めることになります。例えば、産業廃棄物の有効利用の面では、

1998年5月にスタートした倉敷事業所（玉島）の発電用流動層ボイラ

ーを使ったサーマルリサイクルを一層活用していきます。同ボイラー

では年間2.4万トンの廃棄物をサーマルリサイクルできますが、処理

できる廃棄物の形状や性状に制約があるため、処理量は能力の半

分程度に留まっています。2002年度は、埋め立てや単純焼却処理さ

れている社内の廃棄物を対象に、前処理技術の開発など技術的な

改善を図り、同ボイラーでの廃棄物焼却量の拡大を進める計画です。 

 

 

 

和久井：　これからは、社会への貢献なくして企業の進化はあり得

ないと考えられますが、創業者・大原孫三郎以来の社会貢献の

DNAは、当社及び当社グループの貴重な財産として受け継がれて

きました。グループ内の様 な々レベルで行われるフィランソロピー活動

への参加や、地域での事業所の場を通じた観桜会や見学会などに

よる交流から、そうしたDNAが当社グループ従業員一人ひとりにしっ

かり根付き、地域社会への貢献を高めていくよう願っています。 

貝原：　振り返れば、各事業所で開催している「少年少女化学教室」

は2002年で10周年を迎え、参加児童は約3,000人にのぼっています。

このような化学メーカーならではの活動も取り入れながら、地域社会と

の交流を深められるよう心がけています。また、事業所を見学される

地域社会の皆さんが、1999年度約1,400名、2000年度約1,800名、

2001年度約2,000名と年々増えています。地域社会の方 に々は、当

社の環境保全に関する取組をしっかりお伝えすることが大切と考えて

います。1998年度から「クラレ環境活動レポート」を毎年発行し、環

境情報の開示に努めています。2001年版では発行時期を6月に早

める、グループ企業も含めた取組を記述する、化学物質排出量推

移を実数で表示するなど、内容の充実と公表データの拡大を図りま

した。今回は、環境負荷削減・ゼロエミッション・省資源・グリーン調

達への取組を読者の皆さんによく理解してもらえるよう工夫しています。 

和久井：　情報開示によってコミュニケーションを高めることは地球

環境をになう企業の原点であると思います。クラレグループでは、今

後も積極的な情報発信に努めて良き企業市民でありたいと考えてい

ます。 

積極的な情報開示や社会貢献を続けていくことが 
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私たちは、安全に配慮した商品・サービスを開発、提供します 

私たちは、自由、公正、透明な取引を実践します 

私たちは、社会との対話を図り、健全な関係を保ちます 

顧客のニーズを基本とすること 

現場での発想を基本とすること 

積極的に行動を起こすこと 

個人の尊重 

同心協力 

価値の創造 

私たちは、営業秘密を含む知的財産を尊重し、情報を適切に管理します 

グローバル化によって真の国際競争力が試される今日、事業活動を行ううえでは、地球環境への配慮と

いう視点が不可欠です。クラレグループは企業活動規準に基づき、地球環境、地域社会と調和した活

動を通じて、次世代への責任を果たしていくことを基本方針とし、レスポンシブル・ケア活動にも参加して

います。 

経　営　理　念 

クラレグループは、次世代のことを考え、 
地球環境保全活動に取り組んでいます。 

企 業 活 動 規 準  

行 動 指 針  

企 業 理 念  

クラレグループの経営理念と環境方針 

経営理念  

企業理念 

行動指針 

企業活動規準 

レスポンシブル・ケアに 
関する基本方針 　 

地球環境問題 

　保安防災・労働安全 

製品安全 

地球環境行動指針 

私たちは、地球環境の保全と改善、安全と健康の確保に努めます 
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地球環境問題に関する基本方針 

「企業活動規準」に掲げた「社会との対話を図り、健全な関係を保つこと」「地球環境の

保全と改善に努めること」に則し、地球環境、地域社会と調和した事業活動を通じて、次世

代への責任を果たしていくことを当社の基本方針とする。 

保安防災・労働安全に関する基本方針 

当社は、爆発、火災、有害物質の漏洩、その他の重大災害等、社会的影響を及ぼす災害

の未然防止及び災害発生時の措置に関して全社的かつ抜本的対策に努める。 

製品安全に関する基本方針 

当社は、安全で信頼できる製品の供給を通じて、顧客のニーズに応え、豊かでゆとりのある

社会の実現に貢献することを目指す。 

 

　 環境と安全を最優先課題として事業活動を行う 

　 永続性のある地球環境改善活動を行う 

　 地球環境改善に貢献する技術・商品の開発を行う 

 

 

　 有害化学物質の環境への排出量の継続的削減 

　 省エネルギーの推進による地球温暖化防止への貢献 

　 省資源、再使用、リサイクルの推進 

　 環境改善技術及び環境負荷の少ない商品の開発・提供 

　 環境に優しい商品の使用 

　 環境情報の公表と社会との対話 

　 環境に対する意識向上と環境管理レベルの向上 

レスポンシブル・ケアとは、化学物質を取り扱う企業が、製品の開発から製造・
使用・廃棄までのあらゆる過程で責任を持って環境、安全、健康の対策を行う
活動のことです。クラレは１９９５年の日本レスポンシブル・ケア協議会の設立
に参加し、この協議会の活動方針に従い、社内で自主的に作成したプログラ
ムに基づいた活動を行っています。 

■ この基本方針を実現するため、以下の活動を行います。 

行動原則 

基本方針 

クラレグループ　地球環境行動指針 

レスポンシブル・ケア活動 

　地球環境・地域社会と調和した事業活動を通じて、次世代への責任を果たしていきます。 

レスポンシブル・ケアに関する基本方針 
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G-21
Group

Globalization Growth

G-21
GroupGreenGreen

Globalization Growth

クラレグループは、中期経営計画「G‐21」において、目標とする企業像に「独自技術による

エコフレンドリー企業」を掲げ、世界的な競争の中で勝ち残り、今後も発展していくために次

の5つの条件をグループ全体の計画として策定しています。 

クラレグループは「独自技術によるエコフレンドリー企業」をめざす中で、環境保全活動を積極的に展開し

ます。これに加え、環境の維持改善に資する製品・サービスを提供する事業（「環境事業領域」）、環境

負荷の高い素材を代替する製品を供給する事業（「環境フレンドリー領域」）を拡大していきます。 

【環境負荷低減の努力】 

　有害化学物質の環境への排出量削減 

　省エネルギーの推進によるＣＯ２排出量の低減 

　ゼロエミッションの実現 

　グリーン購入・調達、グリーン物流の拡大 

　当社製品の環境負荷の定量化 

　　ＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント）の導入・運用 

　環境に優しい製品の開発と提供 

 

　PRTR法対象物質などの排出量の９０％削減 

　産業廃棄物外部処分量の９０％削減（目標値＝１，５００トン／年） 

　廃棄物有効利用率の２０ポイント向上（６０％→８０％） 

　エネルギー使用効率を６％向上（毎年１％ずつ向上） 

重点課題、数値目標を達成するため、モデル事業所を設定して各課題に取り組んでいます。なお、詳細

についてはサイトレポート（２８～３3ページ）に記載しています。 

【情報開示の強化・充実】 

　環境レポートの充実 

　環境会計の充実 

　地域社会とのリスクコミュニケーション

体制の強化 

　環境フィランソロピー活動の強化 

「G‐２１」目標 

環境中期計画：「Ｇ－２１」における「Ｇｒｅｅｎ」 

「G‐２１」５つの条件 

重点課題 

数値目標（達成目標年度 ― ２００５年度）　※１９９９年度実績比 

施　　策 

中期経営計画「G-２１」 
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クラレグループは、早くからさまざまな環境・安全活動に自主的に取り組んできました。 

これからも自然環境との調和をめざし、環境への配慮、安全の確保に努めていきます。 

 

1970年、本社と生産事業所に環境・安全活動を担当する専任部署を設け、1977年には「環

境安全管理規定」を定めるなど、クラレグループは早くから環境・安全活動に取り組んできました。

そして、地球環境問題にさらに積極的に取り組むため、1991年に社会環境委員会を設立し、

1993年には環境に関する社内方針「クラレ地球環境行動指針」を制定しました。1995年よりレ

スポンシブル・ケア活動に参加し、製品の開発から廃棄まであらゆる過程で、環境への配慮、安

全の確保に努めています。1998年からISO14001の認証取得に向けて活動を開始し、2001年

にクラレの国内全生産事業所・研究所で認証を取得し、環境管理のシステムづくりを完了しまし

た。また2001年2月には「クラレ地球環境行動指針」の見直し・改定を行い、グループとしての

社内方針「クラレグループ地球環境行動指針」へ拡大しました。2001年10月からは従来の「安

全査察」を「レスポンシブル・ケア活動検証会議」に発展させ、PDCA（Plan・Do・Check・Action）

サイクルを重視したより幅広い活動へと改善しています。 

1970 本社と生産事業所に環境・安全活動を担当する専任部署を設置 

1977 「環境安全管理規定」を設置 

1991 社会環境委員会（エコロジー部会）を設立 

1993 「クラレ地球環境行動指針」を制定 

1995 レスポンシブル・ケア活動に参加 

1998  クラレ全生産事業所・研究所でのISO14001の認証取得に向けて活動開始 

1999  鹿島事業所、（株）テクノソフトでISO14001の認証取得 

2000. 3 岡山事業所、中条事業所でISO14001の認証取得 

2000. 12 倉敷事業所、倉敷事業所（玉島）、西条事業所（現クラレ西条（株））で 

  ISO14001の認証取得 

2001. 2 「クラレグループ地球環境行動指針」へ拡大 

  「環境中期計画」を制定 

2001. 4  環境安全部を「環境安全センター」に改称するとともに機能を強化 

2001. 10 「安全査察」を「レスポンシブル・ケア活動検証会議」に 

  発展させ、運営開始 

2001. 12 つくば研究所でISO14001の認証取得 

  これによりクラレの国内全生産事業所・研究所で 

  認証取得が完了 

 

クラレグループは常に環境・安全に配慮し、 
自主的・積極的な活動を展開しています。 

環境・防災・安全への取組 

地球環境保全活動に向けての基盤整備 

環境保全活動の強化 

ISO140001認証登録証 

環境・安全活動の歩み 
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クラレグループは環境に配慮した事業活動を行うために、環境負

荷の低い製品や環境の維持改善に貢献する製品の開発に積極

的に取り組んでいます。 

 

 

１） 塩化ビニル、加硫ゴム代替素材の開発 

クラレの熱可塑性エラストマーは塩化ビニルや加硫ゴムの代替とし

て需要が高まっています。この事業を強化するために既存製品の

拡大や新規エラストマーの開発に取り組んでいます。例えば、従

来品と比較して耐油性・耐熱性などの性能を向上することにより、

顧客ニーズに対応したより使いやすい改良品の開発に目途をつけ

ました。また、塩化ビニルの代替となる素材として、製造過程で可

塑剤が必要ない軟質アクリル樹脂を開発し、リサイクルや一般焼

却が可能なクリーンな素材として販売を開始しています。 

２） 水処理事業の拡大 

クラレは、水の浄化処理に貢献する製品を供給するために様 な々

工業膜の開発を行っています。2001年度には、上水道分野で混

入が指摘されているクリプトスポリジウムの除去に効果的な大孔径

膜を開発しました。この大孔径膜は市場から高い評価を得ており、

今後本格的な展開が期待されます。その他、工業用膜の機能向

上やPVAゲルを中心とした新たな排水浄化処理技術など種々の

開発を行っています。 

３） 特殊活性炭 

関係会社のクラレケミカル（株）を中心として、環境浄化用に広く適

用可能な高機能活性炭の開発を進めています。その一環として

2001年度には、輸入原油や液化石油ガスなどに含まれる微量水

銀を吸着する特殊活性炭を開発しました。この活性炭を用いれば、

原油やLPGに含まれる微量水銀を分離することができ、石油関連

プラントの腐蝕やそれに伴う事故を未然に防止することが可能とな

ります。 

 

４） 生産工程における環境負荷低減への取組 

各種製品の生産工程における環境負荷低減にむけて、有機溶剤

を使用しない接着剤などの開発を進めています。その一例として

2001年度は、〈マジックテープ〉に使用する補強材を、有機溶剤

を使用しないタイプに切り替えました。また、〈クラリーノ〉の生産工

程で使用している有機溶剤についても、水系溶剤への切替や無

溶剤化に向けた開発を行っています。 

中期経営計画「Ｇ-21」においては、環境関連事業を１つの戦

略領域と位置づけし、環境改善に資する製品の積極的な提供を

行い、環境関連事業の拡大を図ることをめざしています。なお、

環境関連事業として2つの領域を設定しています。 

 

 

環境負荷の高い素材を代替する事業（アスベスト代替、ガスバリ

アー材、塩化ビニル・加硫ゴム代替、脱溶剤など） 

 

 

環境の維持改善に貢献する事業（浄水・排水をはじめとした水処

理システムなど） 

ゴムのような弾性をもちながら、プラスチックのよう
に加熱することで自由に変形できる（熱可塑性）
という特長があり、塩化ビニルや加硫ゴムに代わ
る素材として需要が高まっています。しかもリサイ
クルが可能なうえ、比重が小さく軽量化を図ること
もできます。 

＜パラペットＳＡ＞は、アクリル樹脂の高い透明
性や耐候性をもった軟質樹脂です。可塑剤を含
まず、ハロゲンフリーでリサイクル可能な、環境に
やさしい特長を有しており、軟質塩ビ樹脂の代替
として期待されます。 

電子部品の基板への装着に不可欠なハンダは、
近年環境への配慮から無鉛化が進んでいます。
しかし、鉛を含まないハンダは融点が上がるため、
電子部品に使用される樹脂にも高い耐熱性が求
められます。＜ジェネスタ＞を使用した電子部品は
耐熱性が高く、無鉛ハンダを用いて装着すること
が可能です。 

カテゴリー別の売上高（億円） 

0 100 200 300 400 500 600 700 800

環境事業 環境フレンドリー 

2005年度目標 

2001年度実績 

2000年度実績 
（連結売上高 3,137） 

400

100

450

100

800

（連結売上高 3,059） 

（連結売上高 4,600） 
250

トピックス 

環境に配慮した製品 

熱可塑性エラストマー＜セプトン＞・＜ハイブラー＞ 軟質アクリル樹脂＜パラペットＳＡ＞ 耐熱性ポリアミド樹脂＜ジェネスタ＞ 

2001年度の主な研究開発活動 

環境フレンドリー領域 

環境事業領域 

環境保全のための研究開発 

環境関連事業の拡大 

環境と安全をあらゆる経営課題に優先させてきたクラレグループでは、環境保全のための
研究開発活動をはじめ、環境関連事業の拡大など、地球環境の改善に取り組んでいます。 
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クラレでは、廃棄物のゼロエミッション化、PRTR法対象物質など

の排出・移動量削減、資源の有効利用といった環境保全活動を

推進するために各課題についてモデル事業所を設定して取り組ん

でいます。2001年度の各モデル事業所の活動状況を、サイトレ

ポート（28～33ページ）に記載しました。LCAの導入に向けた

取組、余剰汚泥ゼロ化システム構築に向けた取組、ゼロエミッシ

ョンをめざした廃棄物削減・有効利用拡大への取組などモデル事

業所での活動が企図した通り進展しています。2002年度は、モ

デル事業所での活動を一層拡大、強化することはもちろん、得ら

れた成果を他の事業所に展開していきます。 

クラレグループは、環境に関わる法制化の動きにいち早く対応す

ること、及び環境関連の自社内制度の新たな取組を常に心がけ

ています。2001年度の主な取組内容は以下のとおりです。 

 

 

2001年7月に「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に

関する特別措置法」が施行されたことに伴い、保管・使用状況を

届出ました。 

法律では、2016年7月までにPCB廃棄物の無害化処理を完了す

るよう定められていますが、クラレは2010年度を処理完了の目標と

しました。 

 

 

2002年5月に｢土壌汚染対策法｣が公布されました。 

新潟県中条町で1995年12月に有機塩素系化合物による地下水

汚染が発見され、当社はそれを契機に土壌汚染、地下水汚染へ

の対策に取り組んでいます。プロセス内用地のコンクリート化、排

水ダクトからの漏水防止、配管の耐食化などの防止対策を実施し

ています。 

また紺青の付着が確認された機器遊休品置場の土壌を入れ替え

ました。紺青は無害であり、通常の雨水には溶けませんが、高ア

ルカリ性の状態では分解してシアン錯体が遊離するおそれがある

ため、当該置場の土壌を掘削除去し、焼却処理しました。 

 

 

環境省は2001年8月に「ノニルフェノールは魚類の内分泌撹乱作

用を通じて、生態系に影響を及ぼす可能性あり」との見解を発表

しました。クラレはノニルフェノール混合物、ノニルフェノールエトキ

シレート混合物を、生産に使用しており、順次代替品に切り替えて

いきます。 

 

 

従来からの「安全査察」を「レスポンシブル･ケア活動検証会議」

に発展させ運営を開始しました。この会議では、「安全査察」の

目的を継承するとともに、本社・事業所メンバーによる討議で環境

と安全に関わる課題を抽出します。この課題については、PDCA

サイクルを用いて継続的に改善していきます。 

臭いや汚れを吸着、除去する活性炭は、浄水器
や空気清浄フィルターなど様々な用途に使用され
ており、環境保全に対する意識が高まる中で、そ
のニーズは一段と増しています。 

ＰＶＡ（ポリビニルアルコール）を原料とする直径４
ｍｍの球体で、２０ミクロン前後の穴が内部へ網目
状につながっています。この中に有機物を分解す
る微生物が約１０億個生息でき、これを用いた排
水処理では、従来の活性汚泥法に比べ、処理能
力が上がり、設備のコンパクト化が可能となります。 

０．００３～３ミクロンの微粒子を液体から分離する
ろ過膜（中空糸）は、水中の不純物を取り除くこ
とで水質保全や分離精製によるリサイクルなど、
浄水処理や排水処理用として様々な産業向けに
展開しています。 

活性炭 ＰＶＡゲル＜クラゲール＞ 工業用膜 

PCB

土壌汚染 

環境ホルモン 

レスポンシブル・ケア活動検証会議 
2001年度の特徴的な取組 

各モデル事業所の取組 
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環境保全コスト（百万円） 

　　　　　　　　項　　目   単位    

  対象物質計 トン 

 
クラレ

 うちPRTR法対象物質  

  対象物質計 トン 

 
関係会社

 うちPRTR法対象物質  

　  対象物質計 トン 

　 
計 
　 うちPRTR法対象物質 　 

  クラレ 千トン 

産業廃棄物外部処分量の90%削減 関係会社 

　 　 　計  

廃棄物有効利用率の20ポイント向上 クラレ % 

（60→80%）  関係会社 　 

  　計 　 

エネルギー使用効率を6%向上 
クラレ %

 

（毎年1%ずつ向上） 

「環境中期計画」では、2005年度を最終年度とした数値目標を定めています。 
2001年度は、下の表のとおり「環境中期計画」の初年度として満足のできる成果が得られました。特にPRTR法
対象物質の排出・移動量を大幅に削減することができました。 

環境保全活動の報告の一環として、1999年版環境活動レポートから環境に係わる投資額を、２０００年版からさらに費
用額も公表しています。環境会計の作成にあたっては、環境省の「環境会計ガイドライン」を参考にし、コストの調査
範囲と内容の網羅性を高めています。 

当該期間の投資額の総額 145億円（環境会計の対象範囲に合わせて算定） 
当該期間の研究開発費の総額 108億円（同上） 

1999年度 
（基準年度） 2001年度 

4,913 

1,816 

1,055 

612 

5,968 

2,428 

9.6 

5.0 

14.6 

63 

16 

60 

-

（100%） 

 

（100%） 

 

（100%） 

 

 

 

（100%） 

 

3,887 

871 

670 

120 

4,557 

991 

3.9 

2.7 

6.6 

71 

58 

70 

3.1

（79%） 

 

（64%） 

 

（76%） 

 

 

 

（45%） 

 

 
 
 

 分　　類 投資額 費用額 主な内容   
        
事業エリア内コスト 公害防止コスト 934 1,856 重油から天然ガスへの燃料転換   
    発電設備の排出ガスクリーン化   
    環境設備の運転コスト   
        
 地球環境保全コスト   299 133 

輸送距離短縮のための倉庫新設
   

    
発電用タービン翼の改善

   
 資源循環コスト  54 665 

廃プラスチックの固形燃料化、廃棄物の減量化
 

     
リサイクル処理

        
 計 1,287 2,654

上･下流コスト      180 容器包装の改良、梱包材料の回収・再使用   
        
管理活動コスト     496 ISO１４００１、環境測定、環境教育   
        
研究開発コスト      1,431 環境配慮製品の開発   
        
社会活動コスト   15  緑化、美化、地域住民への環境情報提供   
        
環境損傷対応コスト   211 SOx汚染負荷量賦課金   
        
合計   1,287  4,988

PRTR法対象物質などの 
排出量（移動量を含む※） 
の90%削減 

※昨年のレポートでは排出量のみを記載していましたが、当レポートから「排出量＋移動量」を記載しています。 

ハイライト情報 
「環境中期計画」の2005年度目標達成に向けた取組を進めています。 
「環境会計」については環境省の「環境会計ガイドライン」に基づいてまとめています。 
今後もより分かりやすい環境会計をめざして改善を重ねていきます。 

環境中期計画の進捗状況表 

環境中期計画の進捗状況 

環境会計 
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今後の取組  
環境会計は今回で4回目の公表となり、精度も
向上してきましたが、改善していかなければなら
ない課題があると考えています。 
効果の算定については、現時点では環境保全
効果の物量把握と経済効果であるリサイクル収
入の把握にとどまっています。今後は費用削減
などの経済効果を把握するとともに、環境保全
効果の金額換算の検討も進めていきます。  
また、環境会計を迅速かつ正確に集計するた
めにシステム化を進めており、さらに環境パフォ
ーマンスの有効な管理ツールとして活用できるよ
うに努めていきます。 

 区分 単位 00年度 01年度 差 該当ページ 

 SOx排出量  千トン 2.7 2.4 ▲0.3 

公害防止 NOx排出量  千トン 2.0 2.1 0.1 
活動 ばいじん  トン 150 150 0 

 COD排出量  トン 930 760 ▲170 

地球環境 エネルギー使用量  千KL（原油換算） 450 460 10 
保全活動 CO2排出量  千トン 380 390 10 

資源循環 廃棄物外部処分量 千トン 8.7 3.9 ▲4.8 
活動 総排水量  百万m3 81.4 80.4 ▲1.0

環境保全効果 

１． 環境会計の集計にあたっての前提条件  
 対象期間：2001年4月1日～2002年3月31日  
 対象範囲：クラレ  
２． 環境保全コストの算定基準  
 　減価償却費：定額法  
 　複合コストの計上基準　：原則100％環境保全目的のためのコストを計上して 
  いますが、一部按分集計を行っています。　  
３． 環境保全効果の算定基準  
 前年度環境負荷総量との比較により算定しています。なお、生産量調整は行わず、 
 前年度との単純比較によっています。 
４． 環境保全対策に伴う経済効果の算定基準  
 実質的効果としてリサイクル収入などを把握していますが、環境保全コスト（マイナ 
 ス処理）に含めています。　 

2005年度 該当ページ 

492 

182 

105 

61 

597 

243 

1.0 

0.5 

1.5 

- 

- 

80 

6

（10%） 

 

（10%） 

 

（10%） 

 

 

 

（10%） 

 

20

22

16、17

当期の活動 

アセトアルデヒド触媒燃焼脱臭装置、乾燥吸着フィルター設置     

ホルムアルデヒドの排ガス燃焼装置の設置、漏れ防止シール強化     

トルエン系接着剤のメチルエチルケトン系化     

酢酸ビニル排気口への回収コンデンサー設置     

トルエン、ジメチルオルムアミド等廃ガスへの燃焼装置設置    

分別強化による廃棄物再使用化の促進     

廃棄物展示によるマテリアルリサイクルの推進     

廃プラスチック類などの固形燃料化によるサーマルリサイクル     

焼却灰の軟弱地盤改良材への使用    

発電タービンの翼改造による性能改善 
熱や水の回収再使用 
高効率電気機器への切替え 

15,16

17

22

環境設備投資額の推移 
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クラレは中長期的な視点から環境保全活動に取り組むため、社会環境委員会（エコロジー部会、フィランソロピー部会）

を経営会議の下部委員会として設けるとともに、環境・安全の専任部署として環境安全センター（大阪・東京）と環境

安全部課（事業所）を設置しています。さらに環境中期計画の数値目標を達成するため、2000年度より全社横断的な

「廃棄物削減統括委員会」「省エネ統括委員会」を設置しています。 

クラレは1995年の日本レスポンシブル・ケア協議会の設立時から同会に参加し、環境保全と安全を確保するための対策

を一段と充実させるとともに、その成果をクラレグループ全体で共有していくための活動を展開しています。また環境負

荷低減を効果的に進めていくため、ISO14001に基づいた環境マネジメントシステムの改善に努めています。 

環境マネジメント 
環境マネジメントシステムの整備・強化を進めて、環境保全活動を積極的に推進しています。 

レスポンシブル・ケア活動に基づく環境マネジメント 

環境マネジメントシステム 

推進組織 

社長 

経営会議 

社会環境委員会 

担当役員 担当役員 

環境・技術本部 

環境安全センター 

環境安全部 倉敷事業所 

環境安全部 岡山事業所 

環境安全部 中条事業所 

環境安全課 鹿島事業所 

環境安全部 クラレ西条（株） 

各関係会社 

エコロジー部会 

フィランソロピー部会 

廃棄物削減統括委員会 

省エネ統括委員会 

環境管理体制組織図  〈2002年6月現在〉 
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　　　　　サ　イ　ト   取得年月日 

鹿島事業所 1999. 3. 12 

（株）テクノソフト 1999. 12. 10 

岡山事業所 2000. 3. 24 

中条事業所 2000. 3. 31 

倉敷事業所（玉島） 2000. 12. 8 

西条事業所（現クラレ西条（株）） 2000. 12. 15 

倉敷事業所 2000. 12. 22 

つくば研究所 2001. 12. 21

2001年度からは、環境保全活動を含むレスポンシブル・

ケア活動をより着実に前進させるため、新たに「レスポン

シブル・ケア活動検証会議」をスタートさせました。この

会議では、年初に設定した「年間重点テーマ」の

PDCAサイクルの運用状況について、環境・技術本部

担当役員、事業所長をはじめとする本社・事業所メンバ

ーが一堂に会し、丸一日議論します。そこで全社的ある

いは事業所の重要な課題と認識されたテーマについては、

解決のためのアクション・プランを作成し、スケジュールを

決めて確実に問題解決を図っていきます。 

レスポンシブル・ケア活動検証会議 

ＩＳＯ１４００１の認証取得 

クラレでは、地球環境行動指針に基づく環境保全活動

を有効に推進するために、国際標準化機構（ISO）によ

り発効された環境マネジメントシステム「ISO14001」に

ついて、1998年よりクラレの国内全生産事業所・研究所

において認証取得に向け活動を進めてきました。その結

果、2001年12月までに、クラレの国内全生産事業所・

研究所で認証を取得しました。 

一方、関係会社では、1999年に（株）テクノソフトが認

証を取得し、クラレケミカル（株）、クラレプラスチックス（株）

などその他の関係会社も取得に向け準備を進めています。

今後、ISO14001に基づいた環境管理システムを土台に、

クラレグループ全体がさらに環境への負荷を軽減してい

くよう努力していきます。 

ISO14001の認証取得状況 

登録証を手にするつくば研究所長 

レスポンシブル・ケア活動検証会議 

推進システム 
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クラレグループは、機能性樹脂、ファインケミカル、人

工皮革、メディカル、繊維など幅広い分野で事業活

動を展開し、さまざまな製品やサービスを社会に提供

しています。そしてその過程で、私たちは多くのエネ

ルギー、水、原材料などの資源を使用し、廃棄物や

ガスなど環境に対して何らかの影響を与える物質を

排出しています。このため、どのような資源を使用し、

どのような環境負荷を与えているのかを正しく認識し

たうえで、地球環境の負荷軽減のための対策を講じ

ることが大切であると考えています。　 

クラレグループは、「企業活動規準」に基づき、地球環境の保全に貢献できるよう活動しています。2001年度には製

品収率・歩留率の改善による投入資源（原材料）の低減、省エネルギーの推進、廃プラスチックの燃料化による化石

燃料の削減、廃棄物の発生量削減、及び有効利用を進めました。また、重油から天然ガスへの燃料転換によるCO2

及びSOxの排出量低減にも取り組んでいます。 

環境パフォーマンス 
持続可能な循環型社会を実現するためには、企業の自主的な取組が重要となってきます。 
クラレグループでは、大気汚染・水質汚濁・土壌汚染の防止など、環境負荷低減に向けた取組を
行っています。 

INPUT OUTPUT

環境負荷の全体像 

クラレグループ 

内部リサイクル 
（有効利用） 

19.3千トン 

外部リサイクル 
（有効利用） 

40.4千トン 

●大気排出 

SOx : 2.5千トン 
NOx : 2.2千トン 
CO2  : 420千トン 
　　　（炭素換算） 
ばいじん : 180トン 

●排水 排出量 : 82.4百万m3 
COD排出量 : 770トン 

●廃棄物 外部処分量 
6.6千トン 

●水 86.8百万m3

●エネルギー 480千KL 
（原油換算） 

●原材料 
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（トン） 

（トン） 

53.8 53.3

48.8

6.0

42.6

21.8

（mg-TEQ） 

　　　　　　　　　　　　　　　　00年度　　　01年度 

アセトアルデヒド 22.1 2.4 

ホルムアルデヒド  9.2 2.0 

クロロホルム  7.2 8.5 

ニッケル化合物  2.5 7.7 

ジクロロメタン  1.6 1.0 

1,3-ブタジエン  0.0 0.1 

ベンゼン  0.0 0.0 

テトラクロロエチレン  0.0 0.0 

合計  42.6 21.8 

 

ダイオキシン類  193.3 123.4

「大気汚染防止法」で、低濃度でも長期摂取で健康影

響のおそれがある物質として234種類の「有害大気汚

染物質」が定められ、さらにこれらの中で「優先取組物質」

として22種類が指定されています。クラレグループでは、

この「優先取組物質」の中で右表に示す9物質を取り

扱っています。 

クラレグループでは、排出量の多かったアセトアルデヒドと

ホルムアルデヒドを「最優先取組物質」に指定し、これら

を中心に排出量の削減に取り組んでいます。また、SOx、

NOxについては、排出量の抑制に努めています。 

2001年度には、アセトアルデヒドに対する触媒燃焼脱臭

装置や乾燥吸着フィルターの設置、また、ホルムアルデヒ

ドの排ガス燃焼設備の設置や洩れ防止強化などを行い

ました。この結果、「優先取組9物質」の排出・移動量

の合計が21.8トンと、前年度に比べて、48％減少しました。 

また、廃棄物の有効利用拡大に伴って社内での焼却量

が減ったことにより、ダイオキシンの排出・移動量が大幅

に減少しました。 

 

SOx（硫黄酸化物）については、排煙脱硫装置の設置

や低硫黄燃料の採用などによる排出量抑制に努めており、

最近は減少する傾向にあります。なお、中条事業所では、

2002年度からボイラー燃料を重油から天然ガスへ転換

します。これによりSOx排出量は大幅に低減できる見込

みです。 

 

NOx（窒素酸化物）については、ボイラーでの発生を抑

制することが必要なため、重油燃焼バーナーの改造、燃

焼管理の強化など、高効率燃焼の維持に努めています。

ここ数年は横ばいの状態でしたが、残念ながら2001年

度はわずかに増加しました。このため、新たな削減に向

けてさまざまな検討と工夫を重ねていきます。 

環境負荷低減に向けた取組 
環境パフォーマンス 

大気汚染防止への取組 

取組方針 
優先取組9物質の排出･移動量推移 

SOx排出量推移 

NOx排出量推移 

具体的な取組内容 
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「水質汚濁防止法」では、事業所から公共用水域へ排

出される水質を化学的酸素要求量（COD）やpHなどに

よって規制しています。クラレグループは、都道府県が条

例で定めた「上乗せ基準」よりも厳しい自主基準を設け、

水質汚濁の防止に努めています。 

 

 

排水状態の監視体制を強化するための測定器の増設、

排水の負荷低減のための中和処理設備や浮遊物捕集

設備の設置などを行っています。また、自社開発のPVA

ゲルを用いて排水処理設備の高効率化を進めています。

さらに膜分離式完全酸化設備を併設することで、余剰汚

泥のゼロ化をめざしています。 

2001年度のCODの排出実績は770トンとなり、前年度に

比べて約170トン（18％）減少しました。 

今後も、新たな技術開発に注力し、水質汚濁の防止に

努めます。 

クラレは1999年に設けた「省エネ統括委員会」を中心に、

エネルギー効率の向上やCO2排出量の抑制などを推進

してきました。また、環境中期計画では省エネルギーの目

標として、エネルギー使用効率を毎年1%ずつ向上させ

ることを定めました。2002年6月に国内でも「京都議定書」

が批准され､ 2002年3月に見直された「地球温暖化対

策推進大綱」による施策が実行に移されることになります。

クラレは同大綱に則って、方針・計画の見直しを行います。 

 

 

倉敷事業所（玉島）では、社内外から回収した廃プラス

チック類の燃料化によって石炭使用量の削減を図り、

CO2の排出量を低減しています。2001年度は10.9千トン

の廃プラスチック類を燃料として使用し、炭素換算7.5千

トンのCO2排出量を削減しました。 

また、発電タービンの性能改善、排熱の回収、高効率電

気機器への切替、電動機のインバーター化など、省エネ

ルギーにつながる設備を積極的に取り入れるほか、夏場

の冷房温度の調整、休憩時の消灯など管理レベルの向

上による省エネルギーに努め、CO2排出量の削減につな

げています。 

これらの省エネルギー活動の結果、エネルギー使用量は

原油換算で年間5千KL（炭素換算3.6千トンのCO2に

相当）削減しています。しかしながら、生産品目の構成

変化などにより、全体としてのCO2排出量は炭素換算で

420千トンと前年度に比べて5％増加しました。 

環境負荷低減に向けた取組 
環境パフォーマンス 

水質汚濁防止への取組 地球温暖化防止への取組 

取組方針 

具体的な取組内容 

取組方針 

具体的な取組内容 
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CO2排出量推移 

エネルギー使用量推移 

 排出量 温暖化係数 CO2換算量 
  （トン）  （トン） 
メタン（CH4） 4.9 21 102.9  
一酸化二窒素（N2O） 0.0 310 0.0  
ハイドロフルオロカーボン類 
（HFC） 

0.0 140～11,700  0.0
  

パーフルオロカーボン類（PFC） 0.0 6,500～9,200 0.0  
六フッ化硫黄（SF6）   0.0 23,900 0.0  
合計   4.9  102.9

CO2以外の温室効果ガス排出量　　　　　　　（2001年度） 

また、CO2以外の主な温室効果ガスについて、2001年

度より調査を開始しました。 

今後、次の理由により温室効果ガスの取扱量が増加しま

すが、大気への排出量が増加しないように努めます。 
● 天然ガスの使用量増加に伴う、メタンの取扱量の増加 
●冷凍機の冷媒をCFC-11（オゾン層破壊物質）から

HFC-134ａ（温室効果ガス）へ切替 

「地球温暖化対策推進（新）大綱」の概要 

京都議定書の約束（1990年比６％削減）達成に向け、

対策の全体像を示すとともに、温室効果ガスの種類その他

の区分ごとに目標並びに対策及びそのスケジュールを記述

したもの。 

 

（2008年～2012年における項目別目標値） 

　エネルギー起源CO2 ：1990年度比 ±0.0％ 

　非エネルギー起源CO2､ 

　メタン、一酸化二窒素 ：　　〃 △0.5％ 

　革新的技術開発及び国民各界 

　各層の更なる地球温暖化防止 

　活動の推進 ：　　〃 △2.0％ 

　代替フロン等3ガス 

　（HFC、PFC、SF6） ：1995年度比 ＋2.0％ 

　森林吸収量の確保 ：1990年度比 △3.9％ 
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  ００年度 ０１年度 
 CO2  7,708 7,387 
 NOｘ 112.1 107.8

CO2排出量＝重量（トン）×距離（km）×排出原単位 
　　（炭素換算） 
NOx排出量＝重量（トン）×距離（km）×排出原単位 
※データはクラレの各事業所から発送される製品の輸送にかかるもので、営
業倉庫や加工場からの発送分や非製品、原材料などにかかる発送分は含
んでいません。 

輸送に伴うCO2、NOx排出量（トン） 

 排出量 オゾン CFC換算量 
 （トン） 破壊係数 （トン） 

ハイドロクロロフルオロカーボン 
（HCFC-123） 

0.93 0.02 0.02
 

クロロフルオロカーボン 
（CFC-11） 

0.50 1.00 0.50
 

四塩化炭素     0.01 1.10 0.01 
1.1.1-トリクロロエタン 
（メチルクロロフォルム） 

0.00 0.10 0.00
 

特定ハロン3種類     0.00 3.0～10.0 0.00 
ハイドロブロム 
フルオロカーボン類     

0.00 0.1～14.0 0.00 

臭化メチル     0.00 0.60 0.00 
合計     1.44  0.53

主なオゾン層破壊物質排出量（2001年度） 

クラレでは、製品の輸送過程における排出ガス（CO2、

NOxなど）の低減に向けて、種々の効率化策に取り組ん

でいます。エネルギー効率の高い船輸送や鉄道輸送へ

の切替を進めるとともに、輸送距離の短縮や輸送効率向

上のための施策を実施しています。 

また2002年3月、取引先と協力して環境保全活動を推

進するため「グリーン調達基準」を制定、4月より取組を

スタートさせています。この基準は資材の製造業者のみ

ならず物流サービス業者にも適用されます。ここでは、取

引先の選定基準に「物流の改善対策」を含めており、「省

エネルギー・省資源及び排ガス抑制のため、梱包仕様

の改善や運送の効率化」を実施していることを評価点に

含めています。これにより取引先と協力して物流におけ

る環境負荷低減を図っていきます。 

 

 

2001年度は前年度と比較して、CO2は炭素換算で321ト

ン、NOxは4.8トン減少しました。これは主に、最寄港の

利用率の拡大、クロスドッキングシステムの導入による効

率配車の実施、事業所内スペースの活用による横持ち

輸送の削減などによる効果が現れたものです。 

「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律」

が定められ、クロロフルオロカーボン類（CFC）、ハロンなど、

オゾン層を破壊する物質を「特定物質」に指定し、これ

ら物質の生産量、消費量について規制がされています。 

クラレグループでは「特定物質」に該当するフロン11（CFC-

11）を、古くから冷凍機の冷媒として使用しており、順次

代替フロンへの切替を進めています。 

また、2001年6月には機器の廃棄時における適正な回

収及び破壊処理の実施などを義務づけた「特定製品に

係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する

法律」が制定されました。同法律に則って、切替により

抜き取ったフロン11を適切に管理、処分します。 

 

 

クラレグループでは、1997年度より計画的に冷凍機冷媒

をフロン11（CFC-11）から代替フロン（HCFC-123又は

HFC-134a）へ切り替えています。1996年度末時点では

11.3トンのフロン11が使用されていましたが、そのうち2.6

トンが代替フロンに切り替わりました。今後も引き続き代替

フロンへの切替を進めます。 

 

輸送時の環境負荷低減 

取組方針 

具体的な取組内容 

環境負荷低減に向けた取組 
環境パフォーマンス 

オゾン層破壊物質管理 

取組方針 

具体的な取組内容 
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 00年度 01年度 
神戸港 93.7% 80.4% 
水島港 6.3% 19.6% 
合計 100% 100%

参考） 岡山事業所～神戸港 150km 
 　　　　　～水島港 35km 
 倉敷事業所～神戸港 180km 
 　　   （玉島）～水島港 3km

積出港別内訳（倉敷事業所（玉島）、岡山事業所） 

　最寄港の利用率拡大 

輸出製品の積出港を最寄港へシフトしています。例

えば、岡山事業所や倉敷事業所（玉島）では、下表

のように水島港の利用率拡大を図りました。 

　クロスドッキングによる効率配車の拡大 

クロスドッキングシステムの導入により、消費地まで小口

貨物の積み合わせ輸送が可能となりました。このシス

テムにより輸送ロットを大口化することができ、輸送効

率が向上します。岡山事業所・倉敷事業所（玉島）

のクロスドッキング導入率は2001年度で18.3％になり

前年度に比べ16.5ポイント拡大しました。 

　事業所内スペースの活用 

事業所内への倉庫新設、遊休施設の倉庫化により周

辺営業倉庫への無駄な横持ち輸送を削減しました。 

2001年度においては、岡山、倉敷（玉島）、中条、鹿

島の各事業所で合計約11,000m2のスペースを事業

所内倉庫としました。 

 

岡山事業所内に設置した倉庫 

事業所 

従来 

（消費地） 

（消費地） 

クロスドッキング 

顧客１ 

顧客2

顧客3

事業所 ターミナル 

顧客１ 

顧客2

顧客3
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うちPRTR法 
対象物質 

クラレ 
うちPRTR法 
対象物質 

'05'01'00'99

対象物質 計 

（目標） 

（トン） 
対象物質の排出･移動量推移 

優先取組物質―PRTR法対象6物質 

1,055

4,913

612
1,816

1,141

4,481

678
1,083

670
3,887

120
871

105
492 61

182

  
対象物質数

 クラレグループ 
優先

 
   対象物質数 

取組物質数
 

   （01年度） 

日化協自主管理対象  480 75 12 

うちPRTR法対象  354 48 6

日化協自主管理対象物質とPRTR法対象物質 

クラレグループは、「特定化学物質の環境への排出量の

把握等及び管理の改善の促進に関する法律(PRTR法)」

「ダイオキシン類対策特別措置法」「ポリ塩化ビフェニル

廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」など

の法律の趣旨に則って化学物質の適正管理を行ってい

ます。また日本化学工業協会（日化協）が進める自主的

なPRTR活動やHPV活動に積極的に参画し、自主的な

化学物質管理の改善に努めています。 

 

 
● 排出・移動量削減の取組状況 

クラレグループは、日化協会員会社が進める特定化学物

質の排出・移動量削減のための自主活動に参加してい

ます。日化協では、480物質（うちPRTR法対象354物質）

を削減対象に指定していますが、クラレグループでは、そ

のうち75物質（同48物質）を2001年度に取り扱ってい

ます。「環境中期計画」では、480物質の中で取り扱っ

ている物質を対象に、2005年度の排出・移動量を1999

年度実績に比し90％削減することにしました。なお、

2001年度の排出・移動量は、4,557トンと基準年度（1999

年度）に比べ24％削減しました。 

また対象物質のうち、有害性や排出量を考慮して12物

質（同6物質）を優先取組物質に指定しています。優

先取組物質12物質のうち、PRTR法対象6物質の排出・

移動量推移を右に掲載しましたが、いずれの物質とも着

実に減少しています。クラレグループでは「環境中期計画」

の確実な遂行のため、PRTR法積極対応モデル化事業

所である鹿島事業所を中心として、各事業所で行われ

ている取組や、他社の取組情報を把握、迅速に全社展

開し、グループ全体として削減のスピードアップが図れる

ようにしています。 

 

 

 

 

環境リスクマネジメント 
環境パフォーマンス 

化学物質管理 

取組方針 

具体的な取組内容 



環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス 

環境保全に係わる各事業所などの法規制対応について

は、ISO14001システムの中で「環境関連法規制管理規

定」を定め、管理手順などを明確にしています。その中で、

関連する法規制情報の入手ルート特定、法規制の新設・

改正・変更内容の確認、新設・変更事項の周知、部署

の運用手順の見直しのルールを明確にし、法規制の対

応状況に齟齬が生じないよう万全を期しています。 

また、事業所内の小さなトラブルや当初予測しなかった

事態の発生によって外部への環境影響が拡大し、結果

的に法規制が遵守できないという事態を防止するため、

大気や水質への排出については法規制よりも一段と厳し

い「自主管理基準値」を定めています。 

なお、2001年度に法規制について問題となる事象は発

生しませんでした。 

 

 

 

クラレは事業活動における緊急事態の排除に最大限の

努力をし、万一の事態に備えています。 

各事業所の緊急時の対応については、ISO14001システ

ムの中で「緊急事態準備対応規定」を定め、緊急時へ

の対応のルールを明確にしています。その中で、事故・

緊急事態の可能性の特定、対応体制の見直し、予防策・

緩和策の設定、対策のテスト、対策の見直しの必要性

の評価などの手順を設定しています。 

具体的には、危険物取り扱い設備やパイプラインの見回り、

重油受入時のオイルフェンス展張、さらにはISO14001に

沿った環境教育を行い、環境事故防止に努めています。

また、緊急時の大気、水質、土壌への汚染物質の排出

拡大や波及災害を防ぐために、次のような対策を実施し

ています。 
● 大気：排煙監視装置の設置 
● 水質：重油漏洩検知装置の設置、排水監視装置の設置 
● 土壌：液配管下のコンクリート舗装、防液堤などの整備 

 

● ダイオキシン対策 

1997年12月に「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

の改正施行令が施行され、廃棄物焼却炉でのダイオキ

シンの発生を抑えるために、焼却炉の構造や維持管理

基準が強化されました。クラレでは、全焼却炉の実態調

査を行い、法施行5年後までの年度対応計画を策定し、

これに沿って対策を進めてきました。2001年度には年度

対応計画の見直しを実施したほか、廃棄物の有効利用

という視点も踏まえて、社内外の大型設備での処理への

切替を進め、3基の小型焼却炉を停止しました。 

● PCBの管理 

2001年7月に「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理

の推進に関する特別措置法」が施行され、PCB廃棄物

の保管量や保管状況の届出及び2016年7月(法施行

後15年)までの処分完了などが義務づけられました。 

クラレは2001年８月に保管・使用状況を届け出ました。 

また処分完了については2010年度を目標に、PCB使用

機器の更新及びPCB廃棄物処理の検討を進めています。 

● 環境ホルモンへの対応 

「環境ホルモン」の疑いがある物質としては、ダイオキシ

ン類、PCB、ビスフェノールなどがあります。2001年8月に

環境省は「ノニルフェノールは魚類の内分泌撹乱作用を

通じて、生態系に影響を及ぼす可能性あり」との見解を

発表しました。当社では、ノニルフェノール混合物とノニ

ルフェノールエトキシレート混合物を、生産に使用してい

るため、これらの物質をできるだけ早く、代替品へ切り替

えていきます。 

● HPVプログラム 

HPV（High Production Volume）プログラムは、OECD

（経済協力開発機構）が1992年から始めた活動で、生

産量の多い化学物質を対象に毒性情報（ハザードデータ）

を集め、安全性の評価（リスク危険評価）を行うものです。

現在、化学物質ごとにそれを生産している企業が連携

協力して、毒性情報の調査収集を進めています。クラレ

グループでは、PRTR対象物質のイソフィトール、リナロール、

プレノール、イソプレンに加え、硫酸、酢酸、ターシャリー

ブチルアルコールの7物質について、このプログラムに参

加しています。 

 

オイルフェンス 

法規制への対応 

緊急時への対応 
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排水量推移 

ゼロエミッションとは、1994年に国連大学（国連総会が

設定した委員会の一つ）が提唱した「廃棄物を出さな

い産業構想」のことで、「廃棄物を新たな分野に活用す

ることで最終的に廃棄物をゼロとし、これによって新しい

資源循環型の産業社会を作る」ことです。クラレでは、

産業廃棄物のゼロエミッションに向けて、発生抑制

（Reduce）、再使用（Reuse）、再生利用（Recycle）のた

めの生産プロセスの改善や廃棄物処理技術の開発など

を推進しています。 

1995年には「社外処理の産業廃棄物を2000年度に半減」

を目標に掲げました。産業廃棄物の発生を抑制するた

め生産プロセス改良や、倉敷事業所（玉島）の流動層

ボイラーにおける廃プラスチックのサーマルリサイクルなど

を進め、目標を達成しました。 

さらに、2001年度からスタートした環境中期計画では、

1999年度の実績に対して2005年度には、「産業廃棄物

外部処分量90％削減」「廃棄物有効利用率20ポイント

向上」を新たな目標として掲げました。このため「廃棄

物削減統括委員会」において、グループの廃棄物対策

の基本的な方向づけを行い、この方針を受けて具体的

な対策を検討・実施しています。 

 

 

環境中期計画の目標を実現するために、次のような活動

を推進しています。 
● 分別強化による廃棄物の再使用化の促進 
● 廃棄物展示によるマテリアルリサイクルの推進 
● 廃プラスチック類のサーマルリサイクル 
● 社外設備活用による廃棄物の有効利用 
● 倉敷事業所（玉島）流動層ボイラーで発生する焼却

灰の商品化（軟弱地盤改良材〈KX－１〉） 

 

2001年度のクラレグループの産業廃棄物社外処分量は、

6.6千トンで、基準年度（1999年度）に比べて55％削減

しました。また、社内外における熱回収や再利用などに

よる有効利用率は70％となり、基準年度に比べ10ポイン

ト向上しました。さらに、将来の廃棄物対策への布石と

して倉敷市の資源循環型廃棄物処理施設の設立へ参

画しました。これからもゼロエミッションに向けて、さらなる

廃棄物削減と有効利用の技術開発に努めます。 

「省資源」には、資源の無駄をなくし、徹底的に資源を

有効利用することが必要です。したがって、原材料の効

率使用、水の使用量削減、再使用や再利用の推進、製

品の長寿命化、さらには製品の包装材料の減量化など

さまざまな工夫が必要となります。このためクラレグループ

では、生産時の製品収率・歩留率の向上や不良製品･

半製品の原料への再利用のための生産プロセスの改善、

製品長寿命化に向けた開発、製品包装材の回収再使用、

使用済み用水の再使用などに努めています。 

 

 

中条事業所では、熱交換機の熱収支バランスを精査し、

水使用量を削減しました。その結果、2001年度のクラレ

グループの水使用量は86.8百万ｍ3となり、前年度に比

べて1.8百万ｍ3減少しました。また各製品共通の課題と

して、徹底的な製品収率・歩留率の改善に努めています。 

　　　　区　分 00年度 01年度 差 

  水使用量 ク  ラ  レ 86.6 84.7 ▲1.9 

 関係会社 2.0 2.1 0.1 

 　  計 88.6 86.8 ▲1.8

水使用量（百万m3） 

ゼロエミッション、省資源に向けた取組 
環境パフォーマンス 

ゼロエミッションに向けた取組 

取組方針 

省資源に向けた取組 

取組方針 

具体的な取組内容 

具体的な取組内容 
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環境への負荷が低い製品・サービスの優先的な購入を促進する「グリーン購入法」が2001年4月より施行され、各事

業者においても可能な限り、環境負荷の低い製品・サービスを選択することが求められています。 

クラレでは2001年10月に ｢グリーン購入ガイドライン｣を制定、体制を確立し、グリーン購入を積極的に展開しています。 

紙類　2001年4月にコピー用紙を、2001年7月に名刺を

再生紙へ切り替えました。また、会社案内や社

内報などの全社的な制作物に関しては100％再

生紙を使用しています。 

文具　2001年下期よりインターネットを利用した購入シス

テム「べんりねっと」を導入し、グリーン購入比率

の拡大を図りました。 

 

OA機器・照明　2000年下期より順次エネルギー効率

の良い製品に切り替えたことにより、2001年度の

グリーン購入比率は100％となりました。 

自動車　2001年度において低公害車・低燃費車を11

台導入しましたが、まだ登録車種が少ないこと、

通常車と比べるとコストが割高であることなどの理

由により、2001年度のグリーン購入比率は30％に

とどまりました。 

これまで一般購入品を中心にグリーン購入の促進を図ってきまし

たが、今後は製品の製造に使用する原材料、資材などの生産財

に関しても積極的にグリーン調達を推進していきます。このため

2002年3月、クラレグループにおいて｢グリーン調達基準｣を制定、

2002年4月よりスタートしました。これは、真に環境に優しい事業

活動には環境負荷の少ない資材調達が必要かつ重要であると

の認識から、取引先と共同して環境保全活動を推進するための

指針です。今後はこの基準に基づき、取引先を評価し、環境保

全活動に積極的な企業との取引を優先していきます。 

 

2 文具(RECYCLE) 

3 備品(REUSE) 

4 ＯＡ機器（省エネ） 

5 家電製品（省エネ） 

6 照明（省エネ） 

7 自動車（環境汚染の削減） 

8 制服・作業服(RECYCLE) 

9 作業用手袋(RECYCLE)

1 紙類 (RECYCLE)  ５ 品目 コピー用紙、フォーム用紙、印刷用紙、  衛生用紙、名刺 

 ４７品目 シャープペンシル、ボールペン、マーキングペン、  鉛筆、他 

 ８ 品目 いす、机、棚、収納用什器、ローパーテーション、  掲示板、黒板、ホワイトボード 

 ４ 品目 パソコン、プリンタ、コピー機、ファックス 

 ４ 品目 電気冷蔵庫、エアコンディショナー、  テレビジョン受信機、ビデオテープレコーダー 

 ２ 品目 蛍光灯照明器具、蛍光管 

 １ 品目 自動車 

 ２ 品目 制服、作業服 

 １ 品目 作業用手袋 
 

 51  

 10  

 10  

 270  （金額はリース） 

 9  

 10  

  79  （金額はリース） 

 －  

 4  

 

100% 

80% 

80% 

100% 

80% 

100% 

30% 

－ 

0%

分　野 品　目 購入金額（百万円） グリーン購入比率 

 

●グリーン購入実施状況表（2001年度） 

具体的な取組内容 

取組方針 

グリーン調達 
環境パフォーマンス 
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労働安全衛生成績 

「企業活動規準」を基本姿勢に、グループ一丸となって
労働安全衛生の向上に取り組み、労働災害ゼロの達成
をめざしています。 
また、常に管理者が先頭に立って、すべての従業員の
参加のもとで、職場における危険の芽を事前に摘み取る
ことに努力を重ね、「災害ゼロ」から「危険ゼロ」の職場
づくりをめざしています。 
一方、1985年にスタートした「クラレ安全大会」は、安全
意識の向上を目的に、社長をはじめ担当役員、クラレグ
ループ従業員が参加しています。そして、ここで得た知
識や情報をそれぞれの職場へ持ち帰り、会社のトップや
職場の長が自ら先頭に立って安全活動を推進できるよう
にしています。なお、「クラレ安全大会」は2002年度より「ク
ラレグループ環境安全大会」と改称し、環境テーマを含
めた総合的な大会として運営していきます。 
 
 
クラレの安全成績は、下表のとおり徐 に々改善されてきま
したが、1996年度には労働災害が多発し、安全成績が
大きく悪化しました。このため、1997年度から新たな取
組としてTPM（トータル・プロダクティブ・マネジメント）活動
をスタートし、安全意識の改革、設備の本質安全化、さ
らには「危険の見える化（危険の程度の数値化、設備の
異常の色分け、危険個所のイラスト表示）」などを強力
に推進しています。また、西条事業所では、安全活動の
システム化をめざして「労働安全衛生マネジメントシステ
ム（OHSMS=Occupational Health&Safety Management 
System）」の先行評価に取り組み、グループへの展開の
基礎を築きつつあります。今後も「危険ゼロの職場づくり」
をめざして、さらなる努力を重ね、安全レベルの向上に取
り組んでいきます。 

設備の本質的な安全化を図るため、「安全設計指針」
と「安全審査基準」を定めています。設備の新設･改
造及び運転条件の大幅な変更時には、事前の3段階の
安全審査に加えて、運転立上げ後にも安全審査を行っ
ています。また、過去に設置した設備についても安全審
査を行い、徹底的に設備に関わる事故･災害の防止を
図っています。 
 
 
2001年度の「レスポンシブル・ケア活動検証会議」では、
「技能･技術育成教育の推進」、「設備診断技術の向上」、
「配管点検基準の見直し」などが課題としてリストアップ
されました。これらの課題についてはアクションプランを作
成し、PDCAサイクルに沿って継続的な保安防災活動を
進めています。また、夜間の非難訓練のほか保安防災
事故を想定した訓練や、保安防災のための教育に努め、
保安レベルの向上を図っています。 
「高圧ガス設備」や「ボイラー及び第一種圧力容器」に
については、毎年運転を停止して設備の検査を行うこと
が義務づけられています。ただし、「保安管理、設備管
理など、法律で定められた要件を満足していると認めら
れた設備」については、運転中の検査の実施により2年
以上の連続運転が可能となっています。クラレでは、「高
圧ガス設備」の認定を岡山事業所が、また「ボイラー及
び第一種圧力容器」の認定を倉敷、鹿島、西条、岡山
事業所が取得し、2年の連続運転を実施しています。また、
鹿島事業所では「高圧ガス設備」の認定を取得するた
めの作業を開始しています。 

救助訓練 

安全活動 

取組方針 

労働安全衛生 
取組方針 

具体的な取組内容 

保安防災 

具体的な取組内容 

従来からの「安全査察」を発展させ、2001年度から「レスポンシブル・ケア活動検証会議」が新たに
スタートしました。環境･安全･保安事故の未然防止と防災体制の継続的改善を図っています。 



25
安
全
活
動 

 

MSDS（化学物質等安全データシート） 

 
クラレでは製品の安全性を確保するために、次のような
基本方針と行動方針を定めています。 
●製品安全基本方針 
当社は、安全で信頼できる製品の供給を通じて、顧客
のニーズに応え、豊かでゆとりある社会の実現に貢献
することを目指す。 

●製品安全行動方針（抜粋） 
１．安全関連法規および最新の技術水準を踏まえ、社
会が期待する安全性レベルを満たす製品を供給する。 

２．全ての製品がそれぞれに要求される品質安全基準
を満たすよう、適切な品質管理システムを維持する。 

３．製品の不適切な使用・取扱による事故を防止する
ため顧客やユーザーに正しい製品情報を提供する。 

４．新製品の開発、製品安全技術の向上に努める。 
 
 
クラレグループは製品安全活動に取り組むため、全社組
織としてPL委員会を、その下部組織として品質・PL担当
者会議を設けています。また、品質統括の専任部署とし
て本社に環境安全センター品質統括グループと、各事業
所に品質保証課を設置し、活動を推進しています。 

●研究開発段階での製品安全性評価 
研究開発の段階から製品がその役割を終え、廃棄され
るまでのあらゆる段階において、環境や人の安全と健康
に与える影響に配慮した製品開発に努めています。その
ために「研究開発段階の製品安全管理基準」や「上市
までの製品安全管理基準」を定めました。安全性評価
の段階で問題が予見される場合には、原材料や生産プ
ロセスの変更を行い、製品の安全性確保に努めています。 

●ISO9001への変更 
クラレは製品の安全性を確保し、顧客の品質ニーズに的
確に応えるため、品質マネジメントシステムの導入に早く
から取り組んでいます。2001年度には、1994年版から
2000年版へのバージョン・アップを行い、ISO9001への
変更を完了しました。 
2000年版のバージョン・アップでは、「顧客満足度の評価」
が新たに加わりました。したがって、システムの転換を、
顧客満足度の向上に結びつけたいと考えています。 

●MSDSの整備 
MSDS（化学物質等安全データシート）は、化学品に関
わる事故を未然に防止することを目的として、対象となる
化学製品を他の事業者に供給する際に、提供すること
が義務づけられているデータシートです。クラレでは、こ

れまで蓄積したMSDSをデータベース化し、社内のコンピ
ュータシステムに登録することによって、すべての社員が、
いつでも検索できるようにしています。今後は、関係会社
を含めた検索システムの開発を手がける予定です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
クラレグループは自社の「物流安全管理指針」を定め、
化学物質輸送時の安全確保（物流安全）に努めていま
す。この指針に基づき、「危険･有害性を有する物質」
と「すべての液状物質」について、輸送、保管及び荷
役段階の安全管理を行っています。 
 
 
物流安全については、当社の従業員のみならず、化学
物質の物流委託業者を対象に、取扱時の安全確保の
ために必要な事項を教育・指導し、物流に係わる人々の
安全レベルの向上に努めています。 
またMSDSを物流委託業者に提供することによって、物
流時の安全確保のさらなる向上を図るとともに、イエロー
カードを輸送運転手に必ず手渡し、万一事故が発生し
た際の連絡先、連絡手順、応急処置の徹底を図ってい
ます。 
 
イエローカード（緊急連絡カード） 

イエローカードは、化学物質の性質や危険性・安全管理
上の注意に加え、緊急時の処置方法や、通報連絡先に
ついてまとめています。万一の場合は、このカードの手順
に従って、運転手などが迅速に適切な処置を行い、災害

の拡大や波及災害の防止に努めます。 
 

取組方針 

具体的な取組内容 

物流安全 

取組方針 

品質保証、製品安全 

具体的な取組内容 
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リスクコミュニケーションの一環として、主に地域の方 を々対象と

した事業所見学会を開催しています。2001年度には約2,000

名の方々に訪問していただき、事業所の取組などについて説

明を行いました。 

 

各事業所では周辺地域の方 と々の環境コミュニケーションを重

視し、皆様のご要望を伺うとともに、改善計画やその進捗状況

を説明しています。2001年度に、岡山事業所ではボイラー煙

突の排煙改善計画第1期工事を実施し、完成後、地域の連

合町内会長などを招いて、改善状況を説明するとともに、実際

に現地を確認していただきました。 

 

中条事業所では、PRTRなど事業活動に伴う情報公開や災害

発生時など緊急時の対応を円滑にするため、総務部、環境安

全部と中条町総務課で「地域広報チーム」を結成し、定期的

に意見交換を行っています。特に、有事の際に相互に連携を

図り、いかに地域への影響を最小限にくいとどめるかに主眼を

置いて、行政の地域防災計画と中条事業所防災計画につい

て協議しながら相互理解を図っています。 

 

クラレでは、環境保全への姿勢、取組を理解していただくため、

1998年より毎年環境活動レポート（和文･英文）を発行してい

ます。2001年度からは、ホームページでも情報を公開しています。

また、各事業所では

パンフレットを作成し、

それぞれの取組内容

を紹介しています。 

クラレは「環境・安全を維持し、リスクを削減するのは人である」

という考え方を基本に、従業員のための各種教育・訓練プロ

グラムを準備し、運用しています。 

全社的には、社内報「クラレタイムス」の中で環境情報を取り

上げ、従業員の意識向上に努めています。例えば、「エコフレ

ンドリー企業をめざして」という特集を組んで、クラレグループ

が実施している環境保全活動について分かりやすく解説して

います。 

また、各事業所においては、ISO14001システムに定められた

「EMS教育訓練規定」に則って必要な教育訓練を行うとともに、

必要な資格の取得をすすめています。 

 

 

クラレは小学校高学年の児童を対象として、子供の化学への

興味を育むことを目的に、1992年から「少年少女化学教室」

を開催してきました。この活動は実験を中心に化学に関する身

近なテーマを扱い、例えば「きれいな水の作り方」など環境に

関わるテーマも取り上げています。最近では、地域に出張して

開催するなど教室の規模が拡大されています。今年で10周年

を迎えるこの活動は、開催数が合計88回にのぼり、累計2,985

名（2002年3月現在）の児童が教室に参加しています。 

この活動は経済産業省の「平成11年度消費者志向優良企

業活動功労者表彰」を受賞しています。 
 

全従業員の安全意識の向上をめざし、 
教育・訓練に取り組んでいます。 

教育・訓練 

情報公開 

社会貢献 

環境コミュニケーションを重視し、 
情報開示を積極的に行っていきます。 

地域社会との共生をめざし、さまざまな地域活動 
を展開しています。 

●事業所見学会 

●少年少女化学教室 

●地域に対する説明会 

●地域広報チームによる活動 

●環境活動レポート 

コミュニケーション 
クラレグループは、環境保全に関する社内教育に努めるとともに、適切な環境情報を積極的に開示して
いきます。また、１０周年を迎える少年少女化学教室をはじめ、さまざまな地域交流を図っていきます。 
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12月17日、倉敷事業所に倉敷市立中州小学校から6年生約

200名が訪れ、環境学習会を開きました。これは同小学校が「総

合学習」の中で「地球環境と人間」をテーマに行っている研

究活動の一環として行われたものです。 

当日は環境安全部による講義で、廃棄物問題や地球温暖化な

ど「地球がかかえる9つの悩み」を身近な問題と関連づけて

分かりやすく説明するとともに、クラレグループの環境に対する

取組や環境保全のための工夫、環境に優しいクラレ製品につ

いて紹介しました。講義の中では環境クイズなども交え、児童

は楽しみながら自分達が日常の生活でしなければならないことを

学ぶとともに、環境保護の重要性に理解を深めていました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

クラレは地域の皆様との交流を深め、開かれた事業所づくりを

めざすため、公開型講演会の実施に積極的に取り組んでいます。 

11月に岡山事業所で行われ

た「大原美術館の歴史とそ

の世界」には約250名の方々

が来場し、美術館の歴史や

作品についての解説など、芸

術の秋に相応しい講演会とな

りました。 

 

西条事業所では、事業所内 

の桜を公開する「観桜会」 

を毎年開催し、地域の皆様 

と交流を図っています。 

 

 

 

 

 

環境美化運動の一環として、

各生産事業所では周辺地域

の清掃活動を定期的に行って

います。 

 

 

クラレは体育館やグランドを開放し、各種スポーツ大会を開催し

ています。このほか地域の少年サッカー大会やテニス大会にも

体育館やグランドを開放するなど、オープンで親しみやすい地

域拠点となることをめざしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中条事業所では、知的障害

者15名の社会参加を支援す

るため「虹の家クラレ作業所」

を設置し、アクリル樹脂版の

再利用を目的としたマスキング

はがし作業をはじめ、各種リ

サイクルに取り組んでいます。 

 

東京事業所では、関東近辺の聾学校・盲学校・養護学校の

生徒の美術作品展示会、工芸作品の展示即売会、会社見学

会や実習の受入など、身障者の方 と々さまざまな交流の場をも

っています。 

 

 

 

 

 

 

クラレは各事業所のボランティア同好会による活動（地域の身

障者施設や老人ホームへの慰問など）を支援するとともに、地

域の消防団やスポーツ少年団の指導など、社員個々人が社外

で行っている各種活動に対して、「社会貢献賞」を設けて表

彰しています。 

 

●周辺地域の清掃活動 

●公開型講演会 

●小学生学習会 

●観桜会 

●虹の家クラレ作業所 

●各種交流活動 

●ボランティア活動 

●スポーツ大会 
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ホルムアルデヒド 
イソプレン 
シクロヘキサン 
n‐ヘキサン 
メタノール 
その他 
合計 
 

　イソプレン対策としてスクラバーを設置予定 
　シクロヘキサン対策としてベント配管のフレアー 
　への接続、乾燥工程の排ガス処理設備設置 
　ｎ－ヘキサン対策としてタンクのベント配管を 
　フレアーへ接続 
　メタノール対策としてバースタンクにスクラバー 
　を設置 
 

排出・移動量（トン） 排出・移動量削減の主要対策 物質名 
01年度実績 05年度目標 

0.1 
　34.0 
321.6 
190.2 
　38.6 
45.2 
629.7 

 

0.4 
   4.0 
 30.0 
 15.0 
   2.6 
4.5 
 56.5 

 

発生量（トン） 

 有効利用（トン） 

 社内単純処理（トン） 

 社外単純処理（トン） 

　廃液焼却炉の廃熱利用 
　廃油の分別回収を強化し、再利用 
　廃液を削減し、発生量減少 
 

廃棄物削減、有効利用率向上対策 
 

01年度実績 05年度目標 
10,741 

732 

  9,799 

    210 

 

13,122 

12,825 

247 

      50 

 

処
理
内
容 

 
　（1）所在地：茨城県鹿島郡神栖町大字東和田

　　　　36番地 
　（2）敷地面積：40万 8000m2 
　（3）従業員数（2002年 3月現在）： 
　　　　　　　　379名（クラレグループ計） 
　（4）ISO14001：登録日1999年 3月12日 
　　　　　　　　登録番号JQA－EM0364 
　（5）主要生産品目：イソプレンモノマー、熱可塑

性エラストマー＜セプトン＞・＜ハイブラー＞、
工業用洗浄剤＜ファイントップ＞、ターシャリー
ブチルアルコール 

 

当事業所は大量の化学物質・エネルギーを扱うため、全従業員は積極的かつ継続的に省

資源・省エネルギーの推進、排出物の削減などの環境改善活動を推進します。 
 

 

大気中へのホルムアルデヒドの排出量は、ホルムアルデヒド精製塔に燃焼設備を設置したこと

により、年間排出量を1.4トンから0.2トン以下まで削減することができました。また、既存の廃

液焼却炉は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の基準を遵守するために、大幅な改

造工事を行います。さらに、社員の環境意識のレベルアップを図るとともに、アイデアを出し合

って化学薬品臭のしない事業所をめざしていきます。 
 

 

全社のPRTR法対応策を積極的に推進するため、2002年3月に ｢第1回有害化学物質排出

量削減に関する全社検討会｣を主催し、各事業所のPRTR法対応状況の報告及び今後の

検討会の進め方などの議論を行っています。今後も、全社検討会を2回／年の頻度で開催

して、法対応を確実に実施するとともに他事業所の模範となるように活動していきます。 

サイトレポート 

鹿島事業所 

5.排出・移動量削減対象物質 

2.環境保全に対する取組姿勢 

 

3.環境活動状況 

4.PRTR法積極対応モデル化事業所としての活動状況 

1.プロフィール 

6.産業廃棄物 
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アセトアルデヒド 
ホルムアルデヒド 
トルエン 
ジメチルホルムアミド 
酢酸ビニル 
その他 
合計 
 

　コンデンサー、吸収塔の新設、改造、 
　増強 
　排ガス燃焼装置の設置 
　機台囲い込み 
　代替品への変更 
　貯蔵タンクからの蒸発防止 
 

排出・移動量（トン） 排出・移動量削減の主要対策 物質名 
01年度実績 05年度目標 
　　　0.3 
　　　1.8 
　151.7 
204.8 

　244.2 
　877.7 
1,480.5

   　　　0.5 
　　　0.5 
　　51.4 
　　32.2 
　　47.4 
131.5 

　263.5 
 

発生量（トン） 

 有効利用（トン） 

 社内単純処理（トン） 

 社外単純処理（トン） 

　廃棄物の分別収集の徹底 
　不燃系廃棄物の有効利用率アップ 
　＜クラゲール＞による活性汚泥減容化 
　社外ガス化溶融炉の活用 
 

廃棄物削減、有効利用率向上対策 
 

01年度実績 05年度目標 
 30,673 

 26,173 

  4,150 

    350 

 

    29,200 

 25,200 

  4,000 

      0 

 

処
理
内
容 

 
　（1）所在地：岡山県岡山市海岸通り1丁目2番1号 
　（2）敷地面積： 69万 2000m2 
　（3）従業員数（2002年 3月現在）： 
　　　　　　　　1,771名（クラレグループ計） 
　（4）ISO14001：登録日2000年 3月24日 
　　　　　　　　登録番号JQA－EM0796 
　（5）主要生産品目：ビニロン、＜クラロンK－　＞、

人工皮革＜クラリーノ＞、ポバール樹脂、 
　　　EVOH樹脂＜エバール＞・フィルム、乾式不織

布＜クラフレックス＞ 
 

 

 

当事業所は「環境中期計画」の中で、ゼロエミッションモデル化事業所・省エネルギーモデル化
事業所と位置づけられており、廃棄物の削減、リサイクル、有効利用を推進し、廃棄物の外部処
理量ゼロをめざすとともに、省エネルギーの拠点事業所として積極的に対策を進めています。こ
れからも事業運営において、自然環境との調和及び地域社会との共生が重要であり、また企業
の社会的責務であることを認識し、環境改善活動を一層推進していきます。  
 
2001年度には、発電用ボイラー排煙たなびき対策として湿式電気集塵機設置第1期工事が完
了し、引き続き第2期工事に着手しています。また、自社開発したPVAゲル＜クラゲール＞を用
いた高効率排水処理設備の検討を開始しています。  
 
ゼロエミッションモデル化事業所として、廃棄物の分別収集強化による廃棄物の有効利用の促
進や、PVAゲル＜クラゲール＞を用いた排水処理システムによる余剰汚泥の減少を進めていきま
す。2001年度は廃棄物有効利用率を85％まで上げるとともに、事業所内の廃プラスチック焼却
炉を10月末で全て停止しました。 

　省エネルギーモデル化事業所としては、生産プロセスの改造、設備の簡略化や高効率化などの
検討のほか、熱の回収使用、水の再使用、高効率電気機器の採用などに取り組んでいます。 
 
 

 

岡山事業所 

2.環境保全に対する取組姿勢 

3.環境活動状況 

4.ゼロエミッションモデル化事業所、省エネルギーモデル化事業所としての活動状況 

5. 排出・移動量削減対象物質 

6.産業廃棄物 

1.プロフィール 
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サイトレポート 

発生量（トン） 
 有効利用（トン） 
 社内単純処理（トン） 
 社外単純処理（トン） 

廃棄物削減、有効利用率向上対策 
 

01年度実績 05年度目標 
18,957 
15,447 
1,854 
1,656

       18,690 
15,350 
2,760 
580

処
理
内
容 

貯槽からローリーやコンテナへ化学薬品を
充填する時、ガスをリサイクルさせて排出
させないようにする 
貯槽や装置のベントから排出するガスを冷
却して回収する 
ベントから排出するガスを焼却処理設備
（フレアースタックなど）へ誘導して処理する 

酢酸ビニル 
イソプレン 
アセトアルデヒド 
メタノール 
アセトン 
その他 
合計 

排出・移動量（トン） 排出・移動量削減の主要対策 物質名 
01年度実績 05年度目標 
　　28.2 

13.3 
0.4 

427.2 
102.7 
566.7 
1,138.5

   　　　3.0 
　　　1.0 
　　　0.5 
　　 98.0 
　　 24.0 
　　 35.0 
　　161.5

pH調整、固液分離などにより固形燃料
化し、自社内ボイラーの燃料にする 

 

　（1）所在地：新潟県北蒲原郡中条町倉敷町2番

　　　　28号 

　（2）敷地面積：92万 4000m2 

　（3）従業員数（2002年 3月現在）： 

　　　　　　　　1,140人（クラレグループ計） 

　（4）ISO14001：登録日2000年 3月31日 

　　　　　　　　登録番号JQA－EM0801 

　（5）主要生産品目：メタクリル樹脂・成形品、 

　　　ポバール樹脂、香料、医薬・農薬中間体 

 
 

 

クラレで唯一の内陸型生産事業所で、排水を河川に放流していること、近隣に大きな工場が

なく民家にも近いことから、排水や大気への負荷を計画的に低減していくとともに、地域の方々

と共生できる事業所をめざしていきます。 
 

 

事業所内の一般焼却炉を休止しましたが、資源としての再利用を進めた結果、外部委託処

理する廃棄物は増加せずにすみました。動力ボイラーは大きなSOx排出源であるため、排煙

脱硫装置の設置などを検討してきましたが、燃料を重油から天然ガスに切り替える目途が立ち、

2002年7月から切り替えます。これによりSOxの排出量をおよそ95％削減します。 
 

 

2000年12月から操業を始めた活性汚泥処理装置は目標どおり排水浄化を達成するとともに、

発生する余剰汚泥処理に減容技術をいかすことにより、外部委託処理する必要をなくしました。

また、当社が開発したPVAゲル＜クラゲール＞を2001年7月から排水処理装置に投入して

能力確認試験を行っています。 

サイトレポート 

中条事業所 

1.プロフィール 

2.環境保全に対する取組姿勢 

 

3.環境活動状況 

4.排水総量規制先取りモデル化事業所としての活動状況　 

5.排出・移動量削減対象物質 

6.産業廃棄物 
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アセトアルデヒド 
エチレングリコール 
テトラヒドロフラン 
メタノール 
アンモニア 
合計 

排出・移動量（トン） 排出・移動量削減の主要対策 物質名 
01年度実績 05年度目標 

 0.8 
 1.1 
 17.1 
299.5 
21.8 
340.3

    0.3 
 1.4 
　 0 
10.7 
0 

12.4

水域への排出（アンモニアほか）： 
嫌気性排水処理施設の設置、総合
排水処理設備の強化 
大気への排出（アセトアルデヒドほか）：
生産品目の変更 

廃棄物削減：廃棄物の発生量の少
ない製法、高寿命品への切替など 
有効利用率向上：廃棄物の固化・
減容化、その他の前処理による有効
利用の推進 

発生量（トン） 

 有効利用（トン） 

 社内単純処理（トン） 

 社外単純処理（トン） 

廃棄物削減、有効利用率向上対策 
 

01年度実績 05年度目標 
 4,906 

4,231 

    0 

 675

    5,795 

5,696 

    0 

   99

処
理
内
容 

 
　（1）所在地：愛媛県西条市朔日市８９２番地 
　（2）敷地面積：66万 7000m2 
　（3）従業員数（2002年 3月現在）： 
　　　　　　　　651名（クラレグループ計） 
　（4）ISO14001：登録日2000年 12月15日 
　　　　　　　　登録番号JQA－EM1185 
　（5）主要生産品目：ポリエステル長繊維、ポリア

リレート繊維＜ベクトラン＞、ポリエステル樹脂、
ポバールフィルム、耐熱性ポリアミド樹脂＜ジ
ェネスタ＞、PVAゲル＜クラゲール＞、メル
トブローン不織布 

 

 

当事業所は繊維・樹脂・フイルム・不織布・＜クラゲール＞の製造及び付随のサービス活動

において、環境マネジメントシステムの継続的改善を通じて、環境汚染の予防と周辺の環境

改善に積極的に取り組み、地域社会との共生をめざします。 
 

 

2001年度は廃棄物のリユース、リサイクルの促進などにより、前年度に比較し廃棄物の発生

量を30％、外部処分量を60％削減するとともに、有効利用率を8ポイント改善しました。2002

年度もさらに環境負荷を減少するべく努力していきます。 
 

 

当事業所で開発・生産しているPVAゲル＜クラゲール＞を用いた好気性排水処理設備と膜

分離式完全酸化設備を所内に設置し、高効率の排水処理と余剰汚泥ゼロシステムの実証

運転を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

西条事業所（2002年4月1日よりクラレ西条株式会社となりました） 

1.プロフィール 

2.環境保全に対する取組姿勢 
 

3.環境活動状況 

4.余剰汚泥ゼロ化モデル化事業所としての活動状況 

5.排出・移動量削減対象物質 

6.産業廃棄物 
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サイトレポート 

アセトン 
メタノール 
クロロホルム 
ｼﾞﾒﾁﾙﾎﾙﾑｱﾐﾄﾞ 
ジクロロメタン 
その他 
合計 

　アセトン対策 :吸収設備増強 
　メタノール対策 :排ガス燃焼装置設置 
　クロロホルム対策 :製法改善 
　ジメチルホルムアミド対策 :製法改善 
　ジクロロメタン対策 :製法改善 

排出・移動量（トン） 排出・移動量削減の主要対策 物質名 
01年度実績 05年度目標 

132.7 
103.6 
  8.5 
  8.1 
  1.0 
38.7 
292.6

   83.5 
   96.2 
    8.0 
    2.1 
    0.5 
   38.8 
  229.1

発生量（トン） 
 有効利用（トン） 
 社内単純処理（トン） 
 社外単純処理（トン） 

　サーマルリサイクルの推進 
　分別の強化 

廃棄物削減、有効利用率向上対策 
 

01年度実績 05年度目標 
898 
   371 
    39 
   488 

 

   885 
　857 
   0 
   28 
 

処
理
内
容 

 

　（1）所在地：岡山県倉敷市酒津1621番地 

　（2）敷地面積：66万 8000m2 

　（3）従業員数（2002年 3月現在）： 

　　　　　　　　1,047人（クラレグループ計） 

　（4）ISO14001：登録日2000年 12月22日、 

　　　　　　　　登録番号JQA－EM1213 

　（5）主要生産品目：歯科材料＜クリアファイル＞・

＜エプリコード＞、人工腎臓、血液浄化器、

コンタクトレンズ＜クララ＞、工業用膜 
 

 

私達は研究、開発、生産活動を通じて、地球環境の保全を図り、住みよい地球と豊かな地

域社会を残すように貢献します。 
 

 

2001年度は有機化学物質の排出量削減に取り組み、製品の製法転換により、酢酸エチル

及びトルエンの排出量をほぼ100 ％削減しました。2002年度にはガス化燃焼装置の設置、

生産の効率化などにより一層の排出量削減を図ります。また、廃棄物の分別の細分化により、

外部委託処理量を10％削減しました。引き続き廃棄物の有効利用を推進します。 
 

 

LCAの啓蒙活動とモデルテーマによるLCA 手法の習得を行うとともに、活動成果を全社的な

事例発表会で報告しました。今後はLCAの目的と必要性を明確にし、社内への普及を進め

ていきます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

倉敷事業所（くらしき研究所・構造解析センターを含みます） 

1.プロフィール 

2.環境保全に対する取組姿勢 

 

3.環境活動状況 

4.LCA積極推進モデル化事業所としての活動状況 

5.排出・移動量削減対象物質 

6.産業廃棄物 
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アセトアルデヒド 
合計 

薬液吸着装置の設置 

排出・移動量（トン） 排出・移動量削減の主要対策 物質名 
01年度実績 05年度目標 

　0.9 
0.9

   　0.5 
0.5 
 

発生量（トン） 

 有効利用（トン） 

 社内単純処理（トン） 

 社外単純処理（トン） 

　生産効率向上による発生量削減 
　分別強化によるボイラー燃料化促進 
　凝集沈殿処理方法の変更による 
　排水処理汚泥の削減 
 

廃棄物削減、有効利用率向上対策 
 

01年度実績 05年度目標 
 12,541 

　8,896 

　2,770 

　　875 

 

    8,285 
 8,281 

　　 0 

　　 4 

 

処
理
内
容 

 

　（1）所在地：岡山県倉敷市玉島乙島7471番地 

　（2）敷地面積：41万 4000m2 

　（3）従業員数（2002年 3月現在）： 

　　　　　　　　262名（クラレグループ計） 

　（4）ISO14001：登録日2000年 12月8日 

　　　　　　　　登録番号JQA－EM1168 

　（5）主要生産品目：ポリエステル短繊維 

 

 

 
 

次世代への責任を果たすため、サーマルリサイクルをひとつの柱とし、全構成員が積極的、

かつ継続的に環境改善活動を推進します｡ 
 

 

アセトアルデヒド排出量削減対策としてガス化燃焼装置を設置し、2001年度には前年度に比

較し排出量を90％以上削減しました。引き続き2002年度には、この装置の運転条件の最適

化を行い、さらなる排出量の削減に努めます。 
 

 

事業所内にある特殊流動層ボイラーで廃プラスチックなどを燃料として使用し、サーマルリサ

イクルを推進していますが、2001年度には、社外からの使用済み繊維製品や廃プラスチック

類の受入体制を強化し、有効利用を促進しました。引き続き2002年度も有効利用可能資源

の受入拡大を進めていきます。 

また、このボイラーより発生する焼却灰の有効利用に取り組み、地盤改良材などへの有効利

用を図りました。2002年度も引き続き用途開発を行っていきます。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

倉敷事業所（玉島） 

1.プロフィール 

2.環境保全に対する取組姿勢 

 

3.環境活動状況 

4.エコロジー事業推進モデル化事業所としての活動状況 

5.排出・移動量削減対象物質 

6.産業廃棄物 
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メタノール 
トルエン 
アセトン 
合計 

排出・移動量（トン） 排出・移動量削減の主要対策 物質名 
01年度実績 05年度目標 

1.8 
1.5 
0.9 
4.2

   0.5 
0.5 
0.5 
1.5

発生量（トン） 
 有効利用（トン） 
 社内単純処理（トン） 
 社外単純処理（トン） 

廃棄物削減、有効利用率向上対策 
 

01年度実績 05年度目標 
　66 
　34 
　　3 
　29

   　60 
45 

　　0 
15

処
理
内
容 

排出量の多い作業の抽出と、使用量
低減に向けた具体的方策の検討と実
施 

廃棄物の分別強化による有効利用の
促進 

 

　（1）所在地：茨城県つくば市御幸が丘41番地 

　（2）敷地面積：4万1000m2 

　（3）従業員数（2002年 3月現在）： 79人 

　（4）ISO14001：登録日2001年 12月21日 

　　　　　　　　登録番号JQA－EM2007 

　（5）主要研究分野：高分子材料の研究・開発 

 

 

 
 

 

当研究所は、高分子材料の研究開発を合成から加工に至る広い領域で行っています。これ

らの研究開発は、地球環境と深い関わりがあることを認識し、「環境調和型高分子製品・技

術の創出」をスローガンに掲げ、環境活動を推進します。 
 

 

2001年度はISO14001認証取得活動を開始し、目標どおり年内に取得することができました。

2002年度は環境方針・環境目的・目標に基づいて継続的に活動を推進していきます。 

つくば研究所 

1.プロフィール 

2.環境保全に対する取組姿勢 

3.環境活動状況 

4.排出・移動量削減対象物質 

5.産業廃棄物 

サイトレポート 
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会社名　 株式会社 ク ラ レ 
創　立　 1926 （大正15） 年6月24日　 

資本金 890億円 （2002年3月末現在） 

従業員（連結） 7,115名 （2002年3月末現在） 

売上高（連結） 3,059億円 （2001年度） 

主要製品 機能性樹脂、ファインケミカル、人工皮革、 

 メディカル製品、合成繊維 

（株）クラレ 
 

● ■ クラレエンジニアリング（株） 
　 ■ クラレケミカル（株） 
　 ■ クラレトレーディング（株） 
　 ■ クラレプラスチックス（株） 
　 ■ クラレ不動産（株） 
　 ■ クラレリビング（株） 
　 ■ クラレテクノ（株） 
　 ■ （株）テクノソフト 
　 ■ クラレインテリア（株） 
● ■ クラレ西条機工（株） 
　 ■ 嶺北テキスタル（株） 
● ■ クラレ新潟化成（株） 
● ■ 協精化学（株） 
● ■ クラレメディカル（株） 
● ■ クラレ西条（株） 
● ■ （株）クラレテクノ中条 
● ■ （株）クラレテクノ鹿島 
● ■ （株）クラレテクノ岡山 
● ■ （株）クラレテクノ倉敷 
● ■ （株）クラレテクノ西条 
● ■ 西条加工糸（株） 
● ■ クラレ岡山スピニング（株） 
　 ■ マジックテープ（株） 
● ■ クラフレックス（株） 
● ■ 日本海アセチレン（株）　　 

※■ は連結子会社  
　■ は持分法適用会社 
なお、2002年3月31日現在の連結対象子会社は
39社、持分法適用会社は13社です。 

● は本文中クラレに含めて記載しています。 
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連結 

メディカル・その他 
13.4%（409億円） 

人工皮革等 
10.5%（321億円） 

化学品 
49.9%（1,525億円） 

化学関連事業 73.8% 
（2,256億円） 

繊維事業 26.2% 
（803億円） 

会社概要 

売上高推移 

部門別売上構成比（連結） 

当レポートの対象範囲 

会社概要 
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